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※日本共産党は
　以上の見解を
　発表しました。

参議院
比例代表は と

政党名で
個人名でも投票できます

「全国はひとつ」参院比例代表で 7議席をめざします
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大企業にせめて
中小企業並みの
法人税率

大株主優遇税制
の是正

　　安倍首相が表明した消費税

10％の10月実施。個人消費が

急落し、景気が低迷していると

きに増税するのは「栄養失調で

苦しむ子どもにさらに絶食を強

いるようなもの」（藤井聡・内

「いま上げたら消費冷え込む」

セブン＆アイ・ホールディングス
名誉顧問・鈴木敏文氏　「いまの
タイミングで消費税を上げたら、
間違いなく消費は冷え込んでしま
うでしょう」（『文芸春秋』１月号）

内閣官房参与（当時）・藤井聡京
都大学大学院教授　「10％への
消費税率引き上げは日本経済を
破壊する」（「しんぶん赤旗」日
曜版18年11月18日号）
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消費税 中止を

財
源
大企業・大金持ちに
応分の負担を

閣官房参与＝当時）。統一地方

選、参院選で安倍政権、自民・

公明にノーの審判を下し、増税

ストップを。

　財源というなら、優遇され、
ばく大なもうけを上げている
大企業やカルロス・ゴーン前
日産自動車会長のような大金
持ちに応分の負担を求めれ
ば、10％増税分の４兆6,000
億円は確保できます。

1人当たり金額

雇用保険

労災保険・
年金給付

約1400円 のべ　　　
約1900万人 約280億円

約９万円 のべ　　　
約27万人 約240億円

同休業
補償

1カ月当たり
約300円

のべ　　　
約45万人 約1.5億円

船員保険 約15万円 約１万人 約16億円

合計 約１973万人 約537.5億円

ほかに雇用調整
助成金など

のべ　　　　
約30万事業所 約30億円

対象数 総額

厚生労働省の11日の発表から作成

勤
労
統
計
の
偽
装

また国民をだました
首相 偽造データで「アベノミクス」自賛

537億円不払い
失業給付など2000万人分

　またも安倍政権下で偽装と隠
ぺいが発覚。厚生労働省の「毎
月勤労統計調査」が長年にわた
り誤った手法で行われ、これが
隠されていました。同統計は、
賃金、雇用、労働時間などの実
態を示す大切な指標。偽装は統

計そのものへの信頼を失わせる
異常事態。組織的隠ぺいの疑い
も濃厚です
　安倍首相は、偽造データをも
とに「過去最高の賃上げ」「ア
ベノミクスの成果」と自画自賛。
その責任も問われます。

　くらしへの実害は深刻。
同統計は、様々な制度の給
付額算定のベースにされて
います。偽装によって賃金水
準が低く出たため給付額が
減少。給付不足は1973万人、
総額537億５千万円にも。
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